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被保険者の配偶者が被扶養者ではないとき

（例：夫婦共働きの場合）は記入してください。
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日本テレビ放送網健康保険組合

事業所名称

事業主氏名 ㊞

電話番号 （ ）



記入方法
○被保険者欄

・被保険者記号・番号 ：資格取得時に払い出しされた被保険者記号・番号をご記入ください。

・氏名 ：氏名は住民票に登録されているものと同じ氏名を記入してください。

・生年月日 ：年号は該当するものを〇で囲んでください。

・収入 ：被保険者の今後１年間の年間収入見込額をご記入ください。

・住民票住所 ：住民票の住所を正確にご記入ください。

　住民票上の住所はマイナンバーカードや住民票で確認が可能です。

○被扶養者欄

・氏名 ：氏名は住民票に登録されているものと同じ氏名を記入してください。

・個人番号(マイナンバー） ：本人確認を行ったうえで、個人番号（マイナンバー）12桁をご記入ください。

・続柄 ：被保険者との続柄を「夫」、「妻」、「長男」、「長女」、「父」、「母」等と記入してください。

・収入 ：今後１年間の年間収入見込額をご記入ください。収入には、非課税対象のもの(障害・遺族年金、失業給付等)も含みます。

　非課税対象の収入がある場合は、受取金額が確認できる書類のコピーを添付の上、「備考」欄に具体的な内容をご記入ください。

・住民票住所 ：被保険者と同居または別居のいずれかを〇で囲み、同居の場合は住所記入は不要です。

　別居の場合は、住所欄に住民票の住所をご記入ください。

・資格確認書発行要否 ：資格確認書の交付を希望する場合は、ご記入ください。

　交付を希望しない場合は、記入は不要です。

※以下に該当する場合に限ります。

　・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカードの返納者

　・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、利用登録解除を申請した者、利用登録解除者

　・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者

・被扶養者になった日 ：被保険者の健康保険加入と同時に提出する場合は「取得年月日」と同日、それ以外の場合は出生年月日等の実際に被扶養者になった日を

　ご記入ください。　

・被扶養者でなくなった日 ：死亡による場合は死亡日の翌日を、それ以外の場合は非該当になった当日の日付をご記入ください。

・理由 ：被扶養者を異動する理由をご記入ください。

・配偶者の年収見込額 ：配偶者以外を被扶養者とする場合で、被保険者の配偶者が被扶養者でないときは配偶者の年間収入見込額をご記入ください。

　これは、配偶者以外の方について、被保険者と配偶者のどちらの被扶養者に認定するのが適正なのかを確認するためです。


